
 

勧 告 説明図表番号 
(2) 保護申請処理の迅速かつ的確な実施 

（保護申請の処理期限） 

保護の実施機関は、生活保護法第 24条第３項（注）において、保護

の申請があった日から 14 日（以下「法定期限」という。）以内に保護

の要否等を決定し、申請者に対して書面で通知しなければならないと

されている。ただし、扶養義務者の資産及び収入の状況の調査に時間

を要する等特別な理由がある場合はこれを保護の申請があった日か

ら 30日（以下「延長期限」という。）まで延ばすことができるとされ

ており、この場合は、保護の要否等を決定した書面に処理が遅延した

理由を明示することとされている。これら法定期限や延長期限として

設定されている日数は、生活保護法が制定された昭和 25 年以降見直

しがされていない。 

（注）平成 25年 12 月の生活保護法の一部改正で当該規定は第 24 条第５項と

なった。以下同じ。 

（保護の要否等の決定のために行う各種調査等） 

生活保護法第 29 条において、福祉事務所が保護の決定、実施のた

めに必要があるときは、官公署に必要な資料の提供を求め、又は銀行、

信託会社、雇主その他関係人（以下「金融機関等」という。）に報告

を求めることができるとされている。このうち官公署については、平

成 25 年 12月の生活保護法の一部改正において、福祉事務所から求め

があったときは資料の提供等を行うものとするとされたが、金融機関

等の回答義務は規定されていない。 

   厚生労働省は、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和

38 年４月 1日付け社発第 246 号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」

という。）、「生活保護行政を適正に運営するための手引き」（平成 18

年３月 30日付け社援保発第 0330001 号厚生労働省社会・援護局保護課

長通知。以下「生活保護行政適正運営手引」という。）等の通知を発出

し、これらの通知において、保護の実施機関は、保護の要否等を決定

するために、次のような調査を実施することとしている。 

  ① 申請者の生活状況等を把握するため、申請があったときから１週

間以内に当該申請者の住居所等に訪問して調査する「訪問調査」 

  ② 申請者の資産、収入等が不明な時には、生活保護法第 29 条に基

づき関係先に対して、預貯金残高や生命保険加入の有無、年金記録

等を調査する「資産、収入調査」 

  ③ 申請者が稼働能力を活用しているか否かを判断するために必要

な場合に、年齢、医学的な面のほか生活歴等を把握・分析した上で
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評価した稼働能力を前提として、求職活動状況や就労の場を得るこ

とができるかなどを調査する「稼働能力調査」 

  ④ 申請者に係る扶養義務者の存否を確認し、存在する場合は、その

扶養義務者の職業、収入等扶養の可能性を調査する「扶養調査」 

また、生活保護行政適正運営手引において、保護の要否等を決定す

るに当たり、資産、能力等の活用や扶養義務者の扶養が十分でない申

請者に対する調査指導を徹底し、保護の要否等の決定までに調査指導

に未処理のないように留意することとしている。 

 

今回、調査対象とした 102福祉事務所が平成 20年度から 24年度ま

での５年間に処理した約 25 万件の申請を対象に、申請処理状況やそ

れに伴う各種調査の実施状況を調査した結果、次のとおり、各種調査

に長期を要する現状の下、各福祉事務所における申請処理に関する方

針や各種調査の取扱いが区々になっており、実際の申請処理において

も、迅速な保護又は不正受給の防止が十分確保されていない状況がみ

られた。 

  ア 保護申請に対する要請 

    申請者が申請時に保有する手持ち金（預貯金を含む。）は、102

福祉事務所から任意に抽出した申請事案 470 件の平均が約２万

6,000 円である。このうち、手持ち金１万円未満の案件が 267 件

（56.8％）みられ、国民の健康で文化的な最低限度の生活の保障の

みならず、生命・健康の維持の観点からも迅速な申請処理が求めら

れる状況にある。 

一方、102 福祉事務所で平成 22 年度から 24 年度までの間に発覚

した不正受給事案における不正受給期間についてみると、各年度と

も不正受給事案の約 10％が、保護開始時から不正受給が行われてい

るものとなっており、不正受給の未然防止の観点から、申請時にお

ける調査や指導が必ずしも的確に行われているとは言い難い状況

にある。 

イ 保護の要否等の決定に際し必要となる各種調査に要する日数 

福祉事務所が、保護の要否等を決定するに当たり行う各種調査の

うち資産、収入調査や扶養調査などは、調査先（金融機関等や扶養

義務者）の理解と協力がなければ、必要な情報の収集や意思の確認

を早期に行うことが困難なものである。 

102 福祉事務所が平成 20 年度から 24 年度までの５年間に処理し

た申請事案から任意で 1,849件を抽出し、資産、収入調査のうち主

要な調査となっている金融機関への預貯金残高の調査及び生命保

険会社への保険加入状況の調査について、照会から回答が揃うまで
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の所要日数を調査した結果、ⅰ）預貯金残高の調査については、同

調査を実施している事案 1,662 件のうち 1,381 件（83.1％）、ⅱ）

生命保険の加入の有無の調査については、同調査を実施している事

案 1,617件のうち 1,390件（86.0％）が、14日を超えており、申請

後直ちに照会を実施したとしても、必要な調査・指導を終えた上で

法定期限内に保護の要否等の決定を行うことが困難な現状となっ

ている。 

また、扶養調査についても、同調査を実施している事案 1,259件

のうち 254件（20.2％）のものが、14日を超えている。 

  ウ 福祉事務所における法定期限の延長及び各種調査に関する方針 

    上記イのとおり法定期限内に必要な調査を完了した上で保護の

要否等を決定することが困難な状況である中、厚生労働省において

は、これを踏まえた延長期限の適用の可否や各種調査に関する具体

的な取扱いや対処方策等を示していない。このため、102 福祉事務

所においては、 

ⅰ）迅速な保護を重視し、申請者側の事情がない限り、法定期限内

に把握できた情報で処理するなどとする事務所が 19 事務所

（18.6％）、 

ⅱ）法定期限内に処理するか延長するかケース・バイ・ケースであ

るとする事務所が 53事務所（52.0％）、 

ⅲ）申請処理には多くの調査を必要とするため、申請処理期間を基

本的に 30 日まで延長しているなどとする事務所が 26 事務所

（25.5％） 

みられるなど、法定期限に対する考え方や取扱方策が区々になって

いる。 

   また、調査対象とした 33都道府県等（11指定都市を含む。）、102

福祉事務所の中には、申請時における資産、収入調査、稼働能力調

査又は扶養調査の実施について、保護の開始後に行えばよいなどと

して消極的な方針を持つものがみられる。 

こうしたこともあり、102福祉事務所における平成24年度の資産、

収入調査の実施状況を都道府県単位でみると、調査の実施率（保護

申請件数に占める調査世帯数の割合）は、全国平均が 82.6％となっ

ているが、100％台のものから 50％台のものまである。また、調査

世帯１世帯当たりの官公署や金融機関等に対する調査件数は、全体

平均が 28件となっているが、50件近いものから 10件台のものまで

ある。 

  エ  申請事案の処理状況 

102 福祉事務所における申請事案の処理状況をみると、次のとお
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り、要保護者に対する迅速な保護と不正受給の防止の観点から問題

がある状況にある。 

   (ｱ) 要保護者に対する迅速な保護の観点から問題がある状況 

102福祉事務所における平成 22年度から 24年度までの３年間

の申請事案 15 万 871 件のうち申請処理期間が把握できた 12 万

6,395件（延べ 269事務所）についてみると、 

ⅰ) 法定期限を超えて処理されていた事案が４万 5,435 件（12

万 6,395件の 35.9％）、 

ⅱ) 延長期限を超えて処理されていた事案が 2,309 件（12 万

6,395件の 1.8％） 

である。 

また、102福祉事務所における平成 20年度から 24年度までの

５年間の申請事案のうち、延長期限の 30 日を超えて処理されて

いた事案 504件について任意に抽出し調査したところ、主な理由

は、 

ⅰ) 資産、収入調査の遅延を理由とするものが 46 事務所で 146

件、 

ⅱ) 稼動能力調査の長期化を理由とするものが８事務所で 22

件、 

ⅲ) 扶養調査の遅延を理由とするものが 19事務所で 37件 

である。 

なお、法定期限内に処理しなかった事案の中には、法定期限を

延長した理由を保護の要否等決定通知書に記載していないもの

もある。 

  (ｲ) 不正受給の防止の観点から問題がある状況 

不正受給事案は、稼動収入、年金、保険金等の無申告・過少申

告が大半を占めるものとなっている。申請時にその確認を行うた

めの主要な方法である預貯金調査及び生命保険調査の実施状況

を、上記イの申請事案 1,849 件についてみると、照会した各機関

からの回答が揃わないまま保護の要否等を決定している事案が、

ⅰ）預貯金調査については、同調査を実施している申請事案 1,662

件中 1,030件（62.0％）、ⅱ）生命保険調査については、同調査を

実施している申請事案 1,617 件中 1,255件（77.6％）となってい

る。 

    また、これらの中には、金融機関等への照会自体を保護の要否

等決定後に実施している事案が、預貯金調査について 71 件

（4.3％）、生命保険調査について 66件(4.1％)となっている。 
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【所見】 

したがって、厚生労働省は、保護申請時に係る要保護者の迅速な保護

及び不正受給の未然防止を確保する観点から、次の措置を講ずる必要が

ある。 

① 保護申請の処理について、毎年度の監査等を通じて、申請処理及び

各種調査の実態を把握した上で、法定期限内に申請処理がなされてい

ない事案及び各種調査の結果が確認されないまま保護の要否決定が行

われている事案の発生状況及びその発生理由・原因を把握・分析する

こと。 

また、その結果を踏まえ、 

ⅰ）保護の実施機関に対し、保護申請の適切な処理について指導及び

助言するとともに、都道府県等に対し、これと同様の措置を講ずる

よう指導すること、 

ⅱ）迅速かつ的確な申請処理及び各種調査の実施に関する方策を検討

し、必要な措置を講ずること。 

② 資産収入調査について、福祉事務所における迅速かつ的確な保護申

請の処理に資するよう、金融機関等に対して必要な協力要請を行うこ

と。 
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表３－(2)－① 保護申請に係る生活保護法の規定 

 改正後 改正前 
申

請

処

理

に

係

る

規

定 

（申請による保護の開始及び変更）  

第二十四条 保護の開始を申請する者

は、厚生労働省令で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申請書

を保護の実施機関に提出しなければ

ならない。ただし、当該申請書を作成

することができない特別の事情があ

るときは、この限りでない。  

一 ～五（略）   

２ 前項の申請書には、要保護者の保護

の要否、種類、程度及び方法を決定す

るために必要な書類として厚生労働

省令で定める書類を添付しなければ

ならない。ただし、当該書類を添付す

ることができない特別の事情がある

ときは、この限りでない。  

３ 保護の実施機関は、保護の開始の申

請があつたときは、保護の要否、種類、

程度及び方法を決定し、申請者に対し

て書面をもつて、これを通知しなけれ

ばならない。 

４ 前項の書面には、決定の理由を付さ

なければならない。 

５ 第三項 の通知は、申請のあつた日か

ら十四日以内にしなければならない。

ただし、扶養義務者の 資産及び収入の

状況の 調査に日時を要する 場合その

他 特別な理由がある場合には、これを

三十日まで延ばすことができる。この

場合には、同項の書面にその理由を明

示しなければならない。 

６ 保護の申請をしてから三十日以内

に第三項の通知がないときは、申請者

は、保護の実施機関が申請を却下した

ものとみなすことができる。 

 

 

 

（申請による保護の開始及び変更）  

第二十四条   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護の実施機関は、保護の開始の申

請があつたときは、保護の要否、種類、

程度及び方法を決定し、申請者に対し

て書面をもつて、これを通知しなけれ

ばならない。  

２ 前項の書面には、決定の理由を附さ

なければならない。  

３  第一項の通知は、申請のあつた日か

ら十四日以内にしなければならない。

但し、扶養義務者の資産状況の調査に

日時を要する等特別な理由がある場

合には、これを三十日まで延ばすこと

ができる。この場合には、同項の書面

にその理由を明示しなければならな

い。  

４ 保護の申請をしてから三十日以内

に第一項の通知がないときは、申請者

は、保護の実施機関が申請を却下した

ものとみなすことができる。  
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（注）下線は平成 25年 12月の改正事項である。 

調

査

に

係

る

規

定 

（資料の提供等） 

第二十九条 保護の実施機関及び福祉事

務所長は、保護の決定若しくは実施又

は 第七十七条若しくは第七十八条の

規定の施行のために必要があると認

めるときは、次の各号に掲げる者の当

該各号に定める事項につき、官公署、

日本年金機構若しくは国民年金法（昭

和三十四年法律第百四十一号）第三条

第二項  に規定する共済組合等（次項

において「共済組合等」という。）に

対し、必要な書類の閲覧若しくは資料

の提供を求め、又は銀行、信託会社、

次の各号に掲げる者の 雇主その他の

関係人に、報告を求めることができ

る。  

一 要保護者又は被保護者であつた

者   

氏名及び住所又は居所、資産及び

収入の状況、健康状態、他の保護の

実施機関における保護の決定及び

実施の状況その他政令で定める事

項（被保護者であつた者にあって

は、氏名及び住所又は居所、健康状

態並びに他の保護の実施機関にお

ける保護の決定及び実施の状況を

除き、保護を受けていた期間におけ

る事項に限る。）  

二 前号に掲げる者の扶養義務者 

  氏名及び住所又は居所、資産及び

収入の状況その他政令で定める事

項（被保護者であつた者の扶養義務

者にあっては、氏名及び住所又は居

所を除き、当該被保護者であつた者

が保護を受けていた期間における

事項に限る。）  

２  別表第一の上欄に掲げる官公署の

長、日本年金機構又は共済組合等は、

それぞれ同表の下欄に掲げる情報に

つき、保護の実施機関又は福祉事務所

長から前項の規定による求めがあつ

たときは、速やかに、当該情報を記載

し、若しくは記録した書類を閲覧さ

せ、又は資料の提供を行うものとす

る。  

（調査の嘱託及び報告の請求）  

第二十九条 保護の実施機関及び福祉事

務所長は、保護の決定又は実施のため

に必要があるときは、要保護者又はそ

の扶養義務者の資産及び収入の状況

につき、官公署に調査を嘱託し、又は

銀行、信託会社、要保護者若しくはそ

の扶養義務者の雇主その他の関係人

に、報告を求めることができる。 
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全
国

値
 

申
 
請
 
件
 数

 
1
9
7
,
5
0
5 

2
8
2
,
8
0
4 

2
9
9
,
7
8
1 

2
7
1
,
3
0
7 

2
7
1
,
3
0
7 

（
注
２
）
 

1
,
3
2
2
,
7
0
4 

（
注
）
１
 
「
全
国
値
」
に
つ
い
て
は
厚
生
労
働
省
提
出
資
料
、「

調
査
対
象
福
祉
事
務
所
の
値
」
に
つ
い
て
は
調
査
対
象

10
2
福
祉
事
務
所
の
 

提
出
資
料
、
に
基
づ
き
当

省
で

作
成
し
た
。
 

 
 
 
２
 
平
成

2
4
年
度
の
全
国
値
に
つ
い
て
は
、
2
6
年
７
月
現
在
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
未
集
計
で
あ
る
た
め
、
2
3
年
度
の
デ
ー
タ
を
仮
 

置
し
て
い

る
。
 

 
 
 
３
 
年
度
に
つ
い
て
は
、
保
護
開
始

日
を
基
準
と
し
て
い
る
。
 

 
 
 
４
 
「
却
下
等
」
は
、
福
祉
事
務
所
が
保
護
申
請
を
却
下
し
た
件
数
に
、
申
請
の
取
下
げ
が
あ
っ
た

も
の
も
含
む
。
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表３－(2)－④ 申請時の手持ち金の額等 

金 額 件 数 全体（470件）に占める割合 

１万円未満 ２６７件 ５６．８％ 

１万円以上５万円未満 １２８件 ２７．２％ 

５万円以上 ７５件 １６．０％ 

合 計 ４７０件 １００．０％ 

平均の手持ち金額 ２５，８０３円 

（注）１ 当省が調査対象 102福祉事務所から任意に抽出した 470件について作成した。 
      ２ 手持ち金は、福祉事務所が保護の要否等を決定する際に、申請時の所持金（預

貯金等を含む。）として把握していた額である。 
 
 
表３－(2)－⑤ 保護開始時からの不正受給件数 

単位：件 
年 度 平成２２ ２３ ２４ 合 計 
不正受給件数（Ａ） ４，０９０ ５，５５２ ６，６９３ １６，３３５ 

 うち保護開始時か

らのもの（Ｂ） 
４６７ ５８５ ６０６ １，６５８ 

割合（Ｂ／Ａ） １１．４％ １０．５％ ９．１％ １０．１％ 
（注）１ 監査実施結果報告書に基づき当省で作成した。 
   ２ 平成 24年度は調査対象 102事務所分のデータ、23年度は、そのうちデータ

の把握できた 101事務所分、22年度は同様に 99事務所分について作成した。 
   ３ 保護開始から不正受給が始まるまでの期間が不明なものを除く。 
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表３－(2)－⑥ 各種調査の実施状況 

単位：件 

区 分 申請処理期間 計 

14日以下 15～30 日 31日以上 

抽出申請数 ５６ １，２８９ ５０４ １，８４９ 

 資
産
収
入
（
預
貯
金
） 

調査実施件数 ４６ １，１７９ ４３７ １，６６２ 

 照会から回答まで 14

日を超えているもの 

３６ 

(78.3％) 

９８４ 

(83.5％) 

３６１ 

(82.6％) 

１，３８１ 

(83.1％) 

照会が決定後（注２） ９ 

  (19.6％） 

３９ 

(3.3％) 

２３ 

  （5.3％） 

７１ 

   (4.3％) 

回答が決定後（注３） ３９ 

 （84.8％） 

７７７ 

  (65.9％) 

２１４ 

 （49.0％） 

１，０３０ 

 （62.0％） 

資
産
収
入
（
生
命
保
険
） 

調査実施件数 ３９ １，１４７ ４３１ １，６１７ 

 照会から回答まで 14

日を超えているもの 

３０ 

  (76.9％) 

１，００６ 

(87.7％) 

３５４ 

  (82.1％) 

１，３９０ 

  (86.0％) 

照会が決定後（注２） ６ 

 （15.4％） 

３６ 

(3.1％) 

２４ 

  （5.6％） 

６６ 

(4.1％) 

回答が決定後（注３） ３３ 

 （84.6％） 

９３７ 

(81.7％) 

２８５ 

 （66.1％） 

１，２５５ 

(77.6％) 

扶

養 

調

査 

調査実施件数 ３４ ８７９ ３４６ １，２５９ 

 照会から回答まで 14

日を超えているもの 

５ 

  (14.7％) 

１６７ 

(19.0％) 

８２ 

 （23.7％） 

２５４ 

 （20.2％） 

照会が決定後（注２） １１ 

 （32.4％） 

１７８ 

(20.3％) 

３９ 

 （11.3％） 

２２８ 

  (18.1％) 

回答が決定後（注３） ２２ 

 （64.7％） 

３５８ 

(40.7％) 

９４ 

 （27.2％） 

４７４ 

  (37.6％) 

（注）１  本表は、調査対象 102 福祉事務所が平成 20 年度から 24年度までの５年間に処理した申
請から任意に抽出した 1,849 件の調査結果である。 

２ 「照会が決定後」の件数とは、調査した 1,849件の申請のうち、当該区分の開始時調査（保
護の要否等決定のため必要な調査）のうち、区分ごとに最後に実施された照会が、保護の
要否等決定後となっているものの申請件数である。 

３ 「回答が決定後」の件数とは、調査した 1,849件の申請のうち、当該区分の開始時調査（保
護の要否等決定のため必要な調査）のうち、区分ごとに最後に受理した回答が、保護の要
否等決定後となっているものの申請件数である。 
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表３－(2)－⑦ 福祉事務所の申請処理の考え方、対処方策等 

         単位：事務所 

区   分 事務所数 主 な 例 

ⅰ）迅速な保護を重視して、申

請者側の事情がない限り、調

査が終了しなくても法定期限

内に把握した情報で処理する

などとしている事務所 

19 

（18.6％） 

○ 申請の際には多くの調査を必要とする

ため、14 日までに把握している情報で要

否決定している。後日、調査結果が出た時

点で再度要否を検討し、必要に応じ戻入し

ている。 

○ 本来であれば法定期限内に決定を行う

ものであり、金融機関等からの回答が遅延

している場合等であっても、保護の要否の

決定については法定期限を遵守するよう

に努めている。 

○ 保護の開始申請があったときは、原則、

申請のあった日から 14 日以内に、保護の

要否等を決定している。ただし、申請者の

事情で 14 日以内に訪問調査が未実施の場

合など特別の理由がある場合は、30 日ま

で決定を保留する場合がある。 

  決定後、生活保護法第 29 条の規定に基

づく調査等の結果により却下等に該当す

る案件があれば、決定を取り消すなどの措

置を講じている。 

ⅱ）法定期限内に処理するか延

長するかケース・バイ・ケー

スであるとする事務所   

53 

（52.0％） 

○ 申請があった日から 14 日以内に調査を

完了するように業務を進めるが、扶養調査

のように保護の決定に影響を与えない調

査であれば保護の決定後に行う場合もあ

る。 

なお、保護の決定に影響を与えるような

調査で、例えば文書回答が遅れており、他

の方法では確認できないような場合は、保

護決定の通知の期限を、申請があった日か

ら 30日以内に延長している。 

○ 申請に対する決定は、なるべく 14 日以

内に通知、遅くとも 30 日以内に通知する

こととしている。一方、ほとんどの案件に
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区   分 事務所数 主 な 例 

おいて各種調査の終了までに 31 日以上要

している実態がある。このため、申請者の

状況や調査の進行を踏まえ、全ての調査が

終了していなくとも、現業員の判断で、そ

れまでの調査結果をもって、14 日以内又

は 30 日以内に要否判定･通知を行うこと

とし、後日、調査結果が出た時点で必要に

応じ保護措置変更（要否判定を含む。）を

行っている。 

○ 14 日以内に保護の要否等の決定を行う

ように努めているが、申請の際には多くの

調査を必要とするため、14 日以内では調

査が完了していないことも多い。14 日を

超える場合、ある程度決定の判断材料が整

った段階でケース診断会議にて開始の可

否を決定しているが、開始決定後、新たに

資産等が判明したときは、その都度収入認

定等の処理を行う。 

○ 申請者がそれほど困窮していない場合

で、かつ要否判定に必要な調査が終わらな

いために 14 日以内に決定ができない場合

には、30 日まで延ばしている。ただし、

全ての調査が終わらなかったとしても 30

日以内には決定を出すようにしており、そ

の場合には、把握できた内容や主訴を基に

要否判定する。 

○ 14 日以内に処理することを前提に計画

を立てているが、14 日以内に調査が終わ

らない場合は 30 日以内に処理するように

し、30 日以内に調査が終了しないと見込

まれる場合は、同日までに把握している情

報で要否を決定する。後日、調査結果が出

た時点で再度要否を検討している。 

ⅲ）申請処理には多くの調査を

必要とするため、申請処理期     

26 

（25.5％） 

○ 関係機関等調査に時間を要するため、法

定の２週間以内での処理は困難であり、基
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区   分 事務所数 主 な 例 

間を原則 30日まで延長するな

どとしている事務所 

本的に 30 日以内に処理している。疑義が

ある場合は、調査の結果を待って決定せざ

るを得ない。 

○ 申請から決定については、戸籍調査・扶

養調査を始め、多くの調査を必要とする一

方で、個人情報保護の厳格化などにより、

生活保護法で定められた 14 日以内に処理

することは事実上困難となっている。その

ため、基本的に 30 日以内に処理するよう

計画を立てており、特に保護費に直接的な

影響のある資産調査などについてはそれ

に間に合わせるよう努力している。扶養調

査については、決定までに完遂できないこ

とが多いが、なるべく早い時期に完了する

ようにしている。 

ⅳ）その他 

４ 

（4.0％） 

○ 毎週水曜日にケース診断会議を開催す

ることとしており、各種調査がほぼ終了し

た段階で同会議において組織的に検討し

ている。 

○ 生活保護法第 29 条の規定に基づく調査

の回答がある程度出そろうまではケース

診断会議において要否判断を行うことは

できず、少なくとも半数程度の回答を待っ

ている。 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ （ ）内は調査対象 102事務所に対する割合である。 
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表３－(2)－⑧ 申請を受け付けてから保護の要否等を決定するまでの間の各種

調査に消極的な方針の例 

資

産

収

入

調

査 

 大都市部の実態に即し、個々の金融機関への調査に代えて生活に使用している

通帳により生活実態や出入金の状況の確認を行った上で、必要があれば金融機関

調査を行うよう管内実施機関に対して指導助言を行っている。 

稼

働

能

力

調

査 

 稼働能力の活用が不十分として申請却下した案件において、「当該生活困窮者

が、その具体的な稼働能力を前提として、それを活用する意思を有しているとき

は、当該生活困窮者の具体的な環境の下において、その意思のみに基づいて直ち

にその稼働能力を活用する就労の場を得ることができると認めることができない

限り、なお当該生活困窮者はその利用し得る能力を、その最低限度の生活の維持

のために活用しているものであって、稼働能力の活用要件を充足することができ

ると解する」などとして、敗訴したことがある。その経験を踏まえ、現に生活に

困窮していれば稼働能力があっても保護を開始すべきと考えているため、申請受

付してから保護の要否等決定するまでは稼働能力の活用の有無を判断していな

い。 
 稼働能力調査は、保護が開始してから就労指導等を行うために実施している。 

扶

養 
調

査 

扶養援助については、要保護世帯への収入資産調査と異なり、保護受給するに

当たっての前提要件ではない。保護が開始された後に、被保護世帯の理解を得な

がら実際に扶養の期待可能性がある親族への扶養調査を検討することとしても、

扶養についての要件確認は十分可能である。 
 （注）当省の調査結果による。 
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表３－(2)－⑨ 開始時資産、収入調査の実施状況 

単位：件 

都
道
府
県 

調 査 対
象 福 祉
事 務 所
数 

年 度 平成２２ ２３ ２４ 

合

計 

１０２ 

申請件数（Ａ） 54,736 48,713 47,422 

調査先延件数（Ｂ） 1,342,053 1,145,672 1,100,021 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 44,241 40,516 39,184 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 80.8％ 83.2％ 82.6％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
30 28 28 

収入認定等 4,937 3,808 3,392 

北

海

道 

６ 

申請件数（Ａ） 4,226 3,939 3,913 

調査先延件数（Ｂ） 175,173 151,287 157,776 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 4,236 3,729 3,529 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 100.2％ 94.7％ 90.2％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
41 41 45 

収入認定等 398 213 188 

青

森 

３ 

申請件数（Ａ） 1,473 1,434 1,379 

調査先延件数（Ｂ） 50,526 46,828 35,984 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,473 1,434 1,379 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
34 33 26 

収入認定等 304 261 262 

宮

城 

６ 

申請件数（Ａ） 2,387 1,775 1,851 

調査先延件数（Ｂ） 52,871 42,523 37,719 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 2,285 1,766 1,651 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 95.7％ 99.5％ 89.2％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
23 24 23 

収入認定等 92 134 85 

東

京

都 

７ 

申請件数（Ａ） 9,857 8,572 8,106 

調査先延件数（Ｂ） 71,922 71,867 60,730 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 3,788 4,162 4,327 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 38.4％ 48.6％ 53.4％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
19 17 14 

収入認定等 

 

170 195 239 
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都
道
府
県 

調 査 対
象 福 祉
事 務 所
数 

年 度 平成２２ ２３ ２４ 

埼

玉

県 

６ 

申請件数（Ａ） 2,826 2,505 2,473 

調査先延件数（Ｂ） 78,058 75,134 65,688 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 2,755 2,434 2,339 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 97.5％ 97.2％ 94.6％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
28 31 28 

収入認定等 279 272 294 

富

山

県 

３ 

申請件数（Ａ） 490 358 403 

調査先延件数（Ｂ） 16,464 10,946 12,098 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 490 357 395 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 100.0％ 99.7％ 98.0％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
34 31 31 

収入認定等 20 19 16 

福

井

県 

３ 

申請件数（Ａ） 384 376 452 

調査先延件数（Ｂ） 10,420 12,496 14,543 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 383 376 449 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 99.7％ 100.0％ 99.3％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
27 33 32 

収入認定等 164 42 67 

愛

知

県 

６ 

申請件数（Ａ） 3,904 3,152 2,977 

調査先延件数（Ｂ） 57,257 47,396 44,352 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 2,236 1,971 1,772 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 57.3％ 62.5％ 59.5％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
26 24 25 

収入認定等 82 42 46 

岐

阜

県 

３ 

申請件数（Ａ） 1,409 1,248 992 

調査先延件数（Ｂ） 62,797 56,040 44,672 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,408 1,213 938 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 99.9％ 97.2％ 94.6％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
45 46 48 

収入認定等 

 

 

 

 

 

 

291 256 226 
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都
道
府
県 

調 査 対
象 福 祉
事 務 所
数 

年 度 平成２２ ２３ ２４ 

静

岡

県 

６ 

申請件数（Ａ） 1,535 1,326 1,300 

調査先延件数（Ｂ） 44,643 35,150 35,887 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,535 1,291 1,282 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 100.0％ 97.4％ 98.6％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
29 27 28 

収入認定等 250 261 259 

大
阪
府 

６ 

申請件数（Ａ） 8,319 7,634 6,633 
調査先延件数（Ｂ） 278,147 171,586 153,326 
調査世帯数（実数）（Ｃ） 8,290 7,252 6,262 
調査実施率（Ｃ／Ａ） 99.7％ 95.0％ 94.4％ 
一世帯当たり調査件数（Ｂ／
Ｃ） 

34 24 24 

収入認定等 93 105 41 
京
都
府 

５ 

申請件数（Ａ） 1,797 1,655 1,771 
調査先延件数（Ｂ） 34,341 30,413 37,265 
調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,471 1,300 1,572 
調査実施率（Ｃ／Ａ） 81.9％ 78.5％ 88.8％ 
一世帯当たり調査件数（Ｂ／
Ｃ） 

23 23 24 

収入認定等 136 104 105 

滋

賀

県 

３ 

申請件数（Ａ） 681 621 718 

調査先延件数（Ｂ） 18,099 19,963 21,999 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 765 621 696 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 112.3％ 100.0％ 96.9％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
24 32 32 

収入認定等 101 59 52 

岡

山

県 

４ 

申請件数（Ａ） 1,530 1,341 1,245 

調査先延件数（Ｂ） 54,897 45,226 45,272 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,463 1,328 1,066 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 95.6％ 99.0％ 85.6％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
38 34 42 

収入認定等 438 179 151 

広

島

県 

６ 

申請件数（Ａ） 3,233 2,935 2,600 

調査先延件数（Ｂ） 62,261 69,827 51,531 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 2,293 2,753 1,955 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 70.9％ 93.8％ 75.2％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
27 25 26 

収入認定等 312 448 265 
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都
道
府
県 

調 査 対
象 福 祉
事 務 所
数 

年 度 平成２２ ２３ ２４ 

徳

島

県 

４ 

申請件数（Ａ） 1,155 1,147 1,006 

調査先延件数（Ｂ） 37,782 34,223 32,565 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,137 1,144 1,006 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 98.4％ 99.7％ 100.0％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
33 30 32 

収入認定等 246 217 170 

香

川

県 

５ 

申請件数（Ａ） 1,206 1,024 1,071 

調査先延件数（Ｂ） 48,595 40,779 47,289 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 1,204 1,017 1,069 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 99.8％ 99.3％ 99.8％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
40 40 44 

収入認定等 184 166 172 

高
知
県 
 

３ 

申請件数（Ａ） 1,812 1,639 1,491 
調査先延件数（Ｂ）（注５） 14,745 13,386 16,056 
調査世帯数（実数）（Ｃ）（注
５） 

657 412 565 

調査実施率（Ｃ／Ａ）（注５） － － － 
一世帯当たり調査件数（Ｂ／
Ｃ） 

22 32 28 

収入認定等 137 121 130 
福
岡
県 

６ 

申請件数（Ａ） 3,210 2,720 2,378 
調査先延件数（Ｂ） 84,781 74,292 63,157 
調査世帯数（実数）（Ｃ） 3,140 2,657 2,317 
調査実施率（Ｃ／Ａ） 97.8％ 97.7％ 97.4％ 
一世帯当たり調査件数（Ｂ／
Ｃ） 

27 28 27 

収入認定等 540 352 203 

佐

賀

県 

３ 

申請件数（Ａ） 645 619 639 

調査先延件数（Ｂ） 21,496 19,237 19,958 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 626 606 625 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 97.1％ 97.9％ 97.8％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
34 32 32 

収入認定等 411 54 74 

熊

本

県 
４ 

（注６） 

申請件数（Ａ） 347 330 1,576 

調査先延件数（Ｂ） 7,229 7,369 44,100 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 330 330 1,573 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 95.1％ 100.0％ 99.8％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
22 22 28 

収入認定等 58 86 167 
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都
道
府
県 

調 査 対
象 福 祉
事 務 所
数 

年 度 平成２２ ２３ ２４ 

沖

縄

県 

４ 

申請件数（Ａ） 2,310 2,363 2,448 

調査先延件数（Ｂ） 59,549 69,704 58,054 

調査世帯数（実数）（Ｃ） 2,276 2,363 2,417 

調査実施率（Ｃ／Ａ） 98.5％ 100.0％ 98.7％ 

一世帯当たり調査件数（Ｂ／

Ｃ） 
26 29 24 

収入認定等 231 222 180 

（注）１ 調査対象機関（都道府県等又は福祉事務所）提出資料に基づき当省で作成した。 
   ２ 「調査先延件数」とは、銀行、生命保険会社、年金事務所、雇用先、その他関係先に

対して資産、収入調査を実施した件数をいう。また、「調査世帯数（実数）」とは、調査
が実施された申請世帯数をいう。 

   ３ 「収入認定等」とは、資産、収入調査の結果が主たる要因となって、保護開始の際に
収入認定が行われたものや申請が却下されたもののほか、申請者が取り下げたものも含
まれる。 

   ４ 一部の福祉事務所では、「調査世帯数」等に職権保護による開始案件に係る調査の実
績を含んでいる等により、調査実施率が 100％を超える場合がある。 

      ５ 高知県内の福祉事務所については、「調査世帯数」等は、当該年度内の３か月分のデ
ータのみ把握している。調査対象とした３福祉事務所は、受け付けた申請に対して必ず
資産、収入調査を実施していると説明していること、仮に３ヶ月分の調査実績を４倍す
ると、年間申請件数との対比は 100％上回っていることから、調査実施率は約 100％と
推計できる。 

   ６ 調査対象福祉事務所は４事務所であるが、そのうち平成 24 年度に設置された福祉事
務所が２事務所含まれることから、平成 22年度、同 23 年度のデータは２事務所分にな
っている。 

     そのため、「合計」欄の調査対象福祉事務所数も 102となっているが、平成 22年度、
同 23 年度のデータは 100事務所分となっている。 
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表３－(2)－⑩ 申請処理の実施状況 

単位：件、％ 

年  度 平成２２ ２３ ２４ 合 計 

申請件数（Ａ） ４６，１２８ ３６，２６０ ４４，００７ １２６，３９５ 

 うち処理期間

14 日超（Ｂ） 
１５，２００ １３，７７２ １６，４６３ ４５，４３５ 

 14 日を超える

割合（Ｂ／Ａ）％ 
３３．０ ３８．０ ３７．４ ３５．９ 

 うち処理期間

30 日超（Ｃ） 
８３４ ７１９ ７５６ ２，３０９ 

 30 日を超える

割合（Ｃ／Ａ）％ 
１．８ ２．０ １．７ １．８ 

（参考） 

102 事務所の申請件

数合計（処理期間が

把握できなかったも

のも含む。） 

 
 

５４，７３６ 

 
 

４８，７１３ 

 
 

４７，４２２ １５０，８７１ 

（注）１ 申請書受理簿等の福祉事務所提出資料に基づき当省で作成した。 

なお、本表は調査対象 102福祉事務所のうち、処理期間データが把握できた

次の福祉事務所について作成している。 

    平成 22年度：85事務所、23年度：87事務所、24年度：97事務所  

   ２ 処理期間とは、生活保護法第 24条第１項（現第３項）（表３－(2）－①参照)

の申請があった日から同条第３項（現第５項）の通知に至る日までの期間をい

い、初日は不算入である。 
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表３－(2)－⑪ 申請処理遅延の具体例等 

 

資産、収入調査が遅延したもの ４６事務所 １４６件 

（例１） 

 申請者の所有する田畑等の活用状況について調査を進めていたが、申請者は

詳細を把握しておらず、その長男、次男に対して確認をする必要があったなど

により、資産、収入調査に日数を要した。 

（例２） 

 預貯金の確認のために通帳を見せるように指示していたが、紛失したとのこ

とで提出がなかった。そのため、銀行へ預貯金残高等を照会した結果の回付が

あるのを待っていた。 

（例３） 

 申請者から、長男及び次男を被保険者とする学資保険があるとの申告があっ

たため、回答を待っていたが、申請から長期間経過したため一端開始した。 

稼働能力調査が長期化したもの ８事務所 ２２件 

（例１） 

 申請者は過去３回就労指導違反で、廃止になっていたため、その経緯や車を

所有していたことから、申請者の就労意欲や車の処分状況を慎重に調査してい

た。 

（例２） 

 脳梗塞のため家業が行えず保護申請したが、軽作業は可能であり、就労の意

思も認められたことから、求職活動をするよう求め、その状況の報告を受けて

いた。 

扶養調査が遅延したもの １９事務所 ３７件 

（例１） 

 申請者は、以前姉から援助を受けていたため、姉との関係の確認に時間を要

した。姉からは扶養が見込まれない状況が確認できたため保護を開始した。 

（例２） 

 申請者には別居中の妻がいて、妻に対して文書で扶養調査を行っていたが回

答がないため、実地調査を行うなどして時間を要した。 

（注）調査対象福祉事務所が平成 20年度から 24年度までに処理した申請のうち、延長

期限の 30日を超えて処理されていた事案 504件から抽出して作成した。 
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表３－(2)－⑫ 法定期限を延長した理由が明示されていない事案 

   単位：件 

申請処理期間 抽出数 

（Ａ） 

延長理由明示なし 

（Ｂ） 

割 合 

（Ｂ／Ａ） 

15 ～ 30 日 １，２８９ １１３ ８．８％ 

31 日 以 上 ５０４ ５３ １０．５％ 

合     計 １，７９３ １６６ ９．３％ 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 「延長理由明示なし」には、申請があってから要否等決定通知を行うまでの

期間が法定期限を超えているにもかかわらず、それを延長した理由が保護の要

否等決定通知書に未記載のものを計上した。 
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